
１．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　徴収不能引当金

賞与引当金

　退職給与引当金

役員退任慰労引当金

（２）その他の重要な会計方針

　有価証券の評価基準及び評価法

　移動平均法に基づく原価法である。

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　食堂その他教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法

２．重要な会計方針の変更等

（１）改正後の学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）の適用

（２）賞与引当金の計上

注記事項

　年度末における未収入金及び貸付金の徴収不能に備えるため、一般債権については徴収不能実績率
に基づき、徴収不能懸念債権については個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。ただし、
国または地方公共団体等に対する未収入金については計上していない。

　教職員等に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき見込額を計上している。

　退職金の支給に備えるため、大学・法人本部の教職員については、期末要支給額5,305,609,380円の
100%を基にして私立大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入れ調整額を加減
した金額を計上している。
  高等学校・中学校の教職員については、期末要支給額1,395,774,004円から財団法人愛知県私学退職
基金財団の交付金相当額を控除した金額の100%を計上している。

　預り金、立替金、仮受金、仮払金については純額で表示している。

　補助活動に係る収支は総額で表示している。

　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和6年文部科学省令第28号）に基づく改正
後の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。

　役員に対する慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

　学校法⼈会計基準の改正により、引当⾦の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上し
ている。これにより期⾸に計上すべき額として特別収⽀に699,356,000円を計上し、当年度に賞与とし
て⽀給した額から特別収⽀の計上額を除いた額及び⽀給は翌年度であるが当年度の⽀給対象期間に相
応する額として、⼈件費に3,011,742,704円を計上している。
　この結果、従来の⽅法と⽐較して教育活動収⽀差額、経常収⽀差額が5,555,000円増加し、基本⾦組
⼊前当年度収⽀差額が693,801,000円減少している。



（３）役員退任慰労引当金の計上

３．固定資産の減価償却額の累計額の合計額 円

４．金銭債権の徴収不能引当金の合計額 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

土　　　　地 円

建　　　　物 円

円

７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

（単位　円）

セグメント

科　　目

教育活動収入計

教育活動支出計

教育活動収支差額

教育活動外収支差額

経常収支差額

特別収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

△229,211,020 2,170,239,429

284,909,527 25,599,277 35,039,620 7,275,245 285,296 353,108,965

合計中部大学
中部大学第一

高等学校
中部大学春日
丘高等学校

８．セグメント情報

52,370,411,881

650,000

1,811,570,292

17,809,724,202

156,800,646

2,323,486,954 △181,764,784 195,561,012 58,695,906 △239,683,435 2,156,295,653

22,142,304

△1,142,565,701 0 △767,277,995 △74,417,465 △15,233,846 △1,999,495,007

2,787,133,887 △136,916,033 72,638,715 29,417,549 △228,925,724

1,180,921,253 △181,764,784 △571,716,983 △15,721,559 △254,917,281

2,523,348,394

△463,646,933 △44,848,751 122,922,297 29,278,357 △10,757,711 △367,052,741

2,502,224,360 △162,515,310 37,599,095

20,411,411,553 1,218,201,372 1,668,693,016 307,751,188 25,980,970 23,632,038,099

17,909,187,193 1,380,716,682 1,631,093,921 285,608,884 255,191,990 21,461,798,670

1,784,020,840６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

　学校法⼈会計基準の改正により、引当⾦の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上し
ている。これにより期⾸に計上すべき額として特別収⽀に6,450,000円を計上し、期末要支給額
9,250,000円から特別収支の計上額を除いた額として、人件費に2,800,000円を計上している。
　この結果、従来の⽅法と⽐較して教育活動収⽀差額、経常収⽀差額が2,800,000円減少し、基本⾦組
⼊前当年度収⽀差額が9,250,000円減少している。

中部大学春日
丘中学校

その他

基本金組入前当年度収支差額

(注３)

セグメント情報は拠点区分別（設置学校・附属施設別）の収支情報の内訳を示すものであり、必
ずしも理事会が経営資源の配分の決定及び業績を評価すること等を目的とした財務情報にはなっ
ていない。

各セグメントの主な区分方法は、拠点区分に応じて「中部大学」「中部大学第一高等学校」「中
部大学春日丘高等学校」「中部大学春日丘中学校」「その他」に区分している。「その他」に
は、学校法人部門を含んでいる。

収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和55年11月4日付け文管企第250号文部省管
理局長通知「資金収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用し
ている。

(注２)

(注１)

９．重要な偶発債務　　　　　　　なし



10．子法人に関する事項

（１）子法人の概要

（２）学校法人と子法人の取引の関連図

（３）子法人との取引の状況

円

円

円 円

円

円

円

円

（４）子法人の債務に関する保証債務

学校法人は子法人について債務保証を行っていない。

11．学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

（１）当該会社の概要

資本金の
額

株式会社中
部大学サー

ビス

2014年1月14日
19,000,000円

60株
総出資金額に占

める割合
100％

100%

兼任4人

代表取締役社長（学
監）
取締役（学監）
取締役（法人事務局
長）
監査役（財務部長）

関係
あり

関係
あり

300万円

取引の内容

株式会社中
部大学サー

ビス

株式会社中
部大学サー

ビス

事業内容子法人の名称

298,486,430

17,460,000

15,103,221

他の注記事項との関係

子法人
関連当事

者

学校法人の出資金額等及び当該会社の総
株式等に占める割合並びに当該株式等の

入手日

他の注記事項との関係

株式会社中
部大学サー
ビス

保険代理業、自動
販売機管理業、印
刷事業、施設管理
業、中部大学グッ
ズ販売ほか

省略

建物維持管理、設備関連業務の委託

雑収入（出向者人件費、グッズ売上等）

施設利用料収入

受入寄付金（特別寄付金収入）

未払金

出資
会社

関連
当事
者

役員の兼任等
議決権の
所有割合

学校法人の出資
金額等及び当該
会社の総株式等
に占める割合並
びに当該株式等

の入手日

学校法
人間取

引

寄付金の支払等

建物等維持管理業務・各種設備機器点検等の委託、小修繕の依頼、
印刷物の発注、損害保険の申込、大学グッズ販売の委託等

法人名称
資本金の

額
事業内容

子法人の名称 期末残高取引金額 勘定科目

8,596,184

4,477,825

2,160,440

116,839,672

関係あり関係あり省略

1,956,500

省略

大学グッズ販売等の委託

損害保険の申込

印刷物の発注

学校法人
中部大学



（２）当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

12．関連当事者との取引内容に関する事項

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

13．学校法人間の財務取引 なし

14．重要な後発事象 なし

15．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

①総括表

②明細表

属性

資本
金又
は出
資金

事業
内容
又は
職業

議決
権の
所有
割合

合　　　計 14,311,603,025 14,786,538,315 474,935,290 

時価のない有価証券 35,720,910 

有価証券合計 14,347,323,935 

種　　　類
当年度（2026年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

債券 10,072,786,947 9,906,130,444 

（単位　円）

△ 166,656,503 

600,000,000 600,060,000 60,000 

株式 17,942,635 192,106,860 174,164,225 

投資信託 3,620,873,443 4,088,241,011 467,367,568 

貸付信託 - - -

その他

7,919,703,847 △ 717,205,227 

（うち満期保有目的の債券） (7,436,909,074) (6,758,436,121) (△ 678,472,953)

有価証券合計 14,347,323,935 

合　　　計 14,311,603,025 14,786,538,315 474,935,290 

（うち満期保有目的の債券） (10,072,786,947) (9,906,130,444) (△ 166,656,503)

35,720,910 時価のない有価証券

時価が貸借対照表計上額以下のもの 8,636,909,074 

（うち満期保有目的の債券） (2,635,877,873) (3,147,694,323) (511,816,450)

関係内容

役員
の兼
任等

事業
上の
関係

取引
の内
容

関係
あり

関係
あり

関係
法人

株式会社
中部大学
サービス

愛知県
春日井

市
省略 省略 省略 省略省略

取引
金額

勘定
科目

期末
残高

役員、法人
等の名称

法人の名称 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

株式会社中
部大学サー

ビス

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 5,674,693,951 6,866,834,468 1,192,140,517 

当年度（2026年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

（単位　円）

住所 子法
人

出資
会社

学校法
人間取

引

省略

他の注記事項との関係

省略 省略

（単位　円）

省略

省略



（２）デリバティブ取引

デリバティブ取引について、注記対象となる取引はない。

（３）主な外貨建資産・負債

外貨建資産・負債について、注記対象となる資産・負債はない。

（４）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　2009年4月1日以降に開始したリース取引

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

円3,261,390教育研究用機器備品 14,407,800 円


